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研究成果の概要（和文）：本研究では、社会起業およびコミュニティワークに関する理論研究、社会起業のコミ
ュニティワーク実践に関する全国実態調査、事例研究の3つの柱で研究を進めてきた。
地域社会の維持や再生に関してコミュニティワークに、ビジネスを含む手法で役割や出番を創出する社会起業を
統合した社会起業型コミュニティワークが地域社会の再構築に一定の役割を果たすことを示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we have conducted a research that consists of three pillars: 
research on social entrepreneurship and community work theory, National Survey about community work 
practices of Social Entrepreneurship, and case studies.
As a result, we identified that Social entrepreneurial community work which Integrated social 
entrepreneurship that creates roles and turnouts in the community work related to the maintenance 
and revitalization of communities, including businesses plays a certain role in rebuilding 
communities.

研究分野：地域福祉
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１．研究開始当初の背景 
地域福祉システムの基盤は、小地域（都

市部は、とりわけ小学校区を指す）を活動
エリアとする自治会やコミュニティ組織な
どの地縁型自治組織を推進主体として位置
づけてその基盤が形成されている（科研費
基盤研究(A)「協働と参加による市町村地域
福祉計画のシステム形成および評価方法に
関する実証的研究」（研究代表者：牧里,2003
−2005））。一方で、地域自治会や町内会、
住民福祉協議会（地区社協）の形骸化と
NPO や非営利民間団体の伸び悩みなど従
来型の地域社会を基礎にした地域福祉活
動・事業展開に陰りがみえてきていること
が浮き彫りになっていた（科研費基盤研究
(B)「地域福祉計画における住民参加を促進
するコミュニティワークと校区の機能に関
する研究」（研究代表者：牧里,2008—2010））。
そのような中、地域社会の基盤が崩壊しつ
つある地域において、社会福祉法人、NPO、
協同組合、株式会社などのなかから、社会
的企業と呼ばれる団体が地域再生の一翼を
担い、効果的な役割と機能を担っているこ
とが明らかになってきた。（科研費基盤研究
B「社会参加と社会貢献に寄与する「社会
起業」と地域再生に関する実証的地域福祉
研究」（研究代表者：牧里,2011—2013））。 
世界的な構造的不況や東日本大震災の影

響下、製造業の衰退とともに慢性的な失
業・半失業が日本社会に出口のない閉塞感
をもたらしている。従来型の産業基盤に依
拠した地域社会を対象にした伝統的な、も
しくは事業型のコミュニティワークでは、
持続可能な地域社会の再生は機能的にも限
界に達していると課題を設定し、そのなか
で求められる新しいコミュニティワークは、
「職域社会」の形成を基盤においた社会起
業型の地域再生を行う支援方法ではないか
と仮定した（図表１）。この「社会起業型
コミュニティワーク」を、地域住民の社会
的ニーズの発見と需要化の開拓の機能と、
社会資源の発掘と資産化の開発の機能を同
時進行で支援するもので、地域社会に貢献
する雇用・就労・仕事づくりを柱に地域住
民のレジリエンス（復元力、回復力、弾力）
および「受援力」を引き出し、地域社会の
再生に寄与しうるものと捉え、今回の研究
テーマの柱に据えた。 

 
 
２．研究の目的 
本研究ではレジリエントな職域社会を形

成することを通して職住接近を図る地域循
環型経済社会である地域社会の再生を図る
ために、 (1)ニーズの需要化（事業化・承
認化）プロセス、(2)資源の資産化プロセス、
(3)社会起業型コミュニティワーク・プロセ
スの各位相において、実践主体がそれぞれ
の局面でどのような側面的支援を行うこと
ができるかを可視化、明確化することであ

る。 
理念型として地域社会と職域社会を措定

し、これら二つの社会は、(1)のプロセスで
地域社会のニーズを職域社会における社会
的需要へ、(2)のプロセスで地域社会が持つ
社会資源を職域社会における社会資産へと
変換することで橋渡しされる。これら二つ
のプロセスに並行して、コミュニティワー
ク実践と社会起業実践を融合させるのが
(3)のプロセスであり、この横断的実践が、
ニーズの顕在化からビジネス化まで二つの
プロセスとともに螺旋的・発展的に展開す
ることを明らかにすることを目的とした。 
あわせて、(1)のニーズの需要化プロセス

ではニーズが需要にどう転換するか、ニー
ズと需要の分類と事業化段階での内的・外
的環境要因を明示すること、(2)の資源の資
産化プロセスでは社会資源の質的分類と
「社会資産」化の価値付与パターンを明確
化すること、(3)の社会起業型コミュニテ
ィ・ワークプロセスでは、(1)と(2)のプロセ
スと同時並行的にコミュニティワーク実践
から社会起業実践へいかにして橋渡しを可
能にするのかを検討した。 
 
３．研究の方法 
本研究では、欧米の先行研究の考察、社

会起業実践事例の分析・データ化を進める
社会起業理論研究、全国の社会起業実態調
査、事例調査を基本とする社会起業実践研
究をとおして、社会起業現象による地域福
祉好循環システムの形成過程の分析を行っ
た。  
また、社会起業理論研究、社会起業実態

調査の考察を踏まえ、方法論化へ向けた検
討を行った。 

 
４．研究成果 
 社会起業型コミュニティワークのプロセ
ス研究に関しては、日本における社会起業
と地域福祉の議論を踏まえ、研究分担者の
橋本理を中心に行った。社会起業の議論の
中心であるニーズの顕在化から資源開発、
社会的所有、ビジネス化へと転換するプロ
セスが、地域住民の社会的ニーズの発見が

図表１：コミュニティワークの変遷

非市場的 準市場的

伝統的
コミュニティワーク

事業型
コミュニティワーク

社会起業型
コミュニティワーク

1 援助目標 一般地域組織化
福祉コミュニティ形成、地域自
立生活支援

レジリエント（弾力的で主体的
な回復力を持った）職域社会
の形成

2
援助を行う
場所

小地域での実践
自治体・小地域レベルにおけ
る政策と実践

過疎・限界集落、崩壊したコ
ミュニティ

3 実践主体 社会福祉協議会
社会福祉協議会、社会福祉法
人、NPO

NPO、協同組合、社会的企業

4 機能
計画立案、資源調整、世論形
成

連絡調整、サービス供給 資源開発、事業化

5
対等となる
地域社会

三世代家族社会、相互扶助的
ムラ社会

核家族社会、消費社会 無縁社会、過疎・限界集落

6
対象となる
人

一般住民 高齢者、障害者
ニート、引きこもり、アルコール
依存、刑余者、被虐待者　等

7
人的資源
（マンパワー）

ボランティア（社会奉仕型） ボランティア、サービス労働者
当事者（障害者など）、ボラン
ティア、一般事業者、企業

8 財源 公的補助金、寄附金
公的補助金、民間助成金（共
同募金等）、寄附金

公的補助金、民間助成金（共
同募金等）、寄附金、ファンド
レイジング、共同出資

9
地域社会での
意思決定

トップダウン ボトムアップ コラボレーション

仕事づくりと地域再生モデル

コミュニティオーガニゼーションモデル
（〜1970年代）

コミュニティケアモデル（在宅福祉サービス志向）
（〜2010年前後）作成：橋川健祐 



サービス需要を産み出し、住民参加や地域
組織化を促すコミュニティワークに近接す
る概念であることを整理した。ニーズの需
要化プロセス研究については、関川芳孝を
中心に、社会的に排除されがちな人々の雇
用・就労する方策に取り組む実践事例等の
研究を行った。とりわけ、過疎や、インナ
ーシティーなどにおいてそのような人々に
出番と役割を創出することが可能なのかの
議論を行い社会起業の手法が有効であるこ
とを明らかにした。資源の資産化プロセス
研究については、安立清史が中心となり、
社会状況の変化の中で、地域社会の維持や
再生に関してコミュニティワークに求めら
れてきた役割・機能を整理した。そのなか
でも資源開発には、新たな方法が求められ
ており、社会起業のアプローチが有効であ
ることを導き出した。 
 全国の社会起業実態調査については、日
本にはそれらを規定する法制度がなく、対
象の特定に課題があるとの指摘がある（米
澤,2011）ため、障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するための法律に規定
される就労継続支援A型事業の指定事業所
（以下、A 型事業所）を日本における労働
統合型社会的企業の一形態であると措定し
調査を行った。2012年度調査で回答のあっ
た A 型事業所 548 件を対象とし、郵送法に
よる質問紙調査を実施した。そのうち、22
件は宛先が確認できなかったため、526 件
を母集団とした。208 件の回答が得られた
が、有効回答は 196件（回収率 37.3%）で
あった。 
 本調査では、A 型事業所におけるコミュ
ニティワークの実践状況や、コミュニティ
ワークの実践やコミュニティワークに対す
る意識が事業所の収益構造や組織マネジメ
ント、利用者の生活、地域関係に影響をし
ているのか、変化の高いコミュニティワー
クの要素を探求した。これまで経営的な視
点からのみ実践理論の提示、研究がなされ
てきた A 型事業所の活動に関して、利用者
の社会参加の促進やコミュニティワークの
実践など社会福祉の視点を統合した変数を
提示し、検証を行った。コミュニティワー
ク実践によって生じる地域関係の変化が利
用者の生活や組織マネジメントに影響し、
それらが、事業所収入にも影響を与える可
能性を検証した。 
 A 型事業所における実践を単に経済活動
として捉えるだけでなく、コミュニティワ
ークの視点を含んだ実践・活動の提示を行
った。 
 事例調査については、社会起業による組
織として社会的企業の組織の有り様とその
組織が取り組む社会的な事業に着目をし、
その事業、とりわけビジネスがいかにして
成り立っているのかを、行政とのパートナ
ーシップの観点も踏まえて分析を行った。 
 研究グループ、また全体研究会をとおし

て、地域社会の維持や再生に関してコミュ
ニティワークに、ビジネスを含む手法で役
割や出番を創出する社会起業を統合した社
会起業型コミュニティワークが地域社会の
再構築に一定の役割を果たすことを示した。 
 とりわけ社会福祉施設を中心とする社会
福祉法人の公益法人としての地域貢献に社
会起業的コミュニティワークが有効である
という展望を見出すことができたことは、
地域社会の再生にとっても意義があること
であると再確認できた。ケアやサポートを
仕事として産出することの可能な社会福祉
施設は、少子高齢化時代の地域社会にあっ
ては、職域社会の再構築の旗手としてまた
中核拠点としてその可能性と発展の方向性
を示す課題を与えられたと確信している。 
 また、本研究では、推進主体の議論を行
うことができていない。①予想される公費
削減に対しても持続可能なマネジメント、
②効率的で質の高いサービスを提供するマ
ネジメント、③インフォーマルな福祉イン
フラを再構築するマネジメントなど経営の
視点をふまえながら社会起業型コミュニテ
ィワーク推進のための主体の提示が今後の
課題である。 
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